
加古川市事務事業評価シート〈平成25年度実施事業〉

単位

事務事業名 老人医療費助成事業

部局名 市民部 課(室)名 医療助成年金課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０４高齢者の福祉を充実する

期　　間 昭和46年度

事業区分 ④義務的施策事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０２老人福祉費

目 ０１老人福祉総務費

細 目 ０５０老人医療費助成事業

関連根拠法令等 福祉医療費助成事業実施要綱（兵庫県）　加古川市医療の助成に関する条例

【基本情報】

現状と
課題

県制度どおりの内容で実施している。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市町村民税非課税世帯に属する６５歳
から６９歳までの者（後期高齢者医療
被保険者を除く）のうち、本人の年金
収入と所得（年金所得を除く）の合計
が８０万円以下の者

手段（どういった方法で）

保険診療にかかる医療費の自己負担額と一部負担金の
差額を助成する。

意図（どのような状態にする）

後期高齢者医療被保険者を除く６５歳
以上７０歳未満の低所得者の経済的負
担の軽減を図る

対 象 指 標 単位

成果指標
分析結果

活 動 指 標 単位 目標値 目標年度

活動指標
分析結果

成 果 指 標 目標値 目標年度

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

61,960 58,892千円事 業 費

国費 県費 29,813市債 一般 29,079内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。

5 事業に対するニーズを把握していますか。

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。

7 類似事業との統廃合ができますか。

8 市民との協働を取り入れていますか。

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。

10 受益者負担の割合は妥当ですか。

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

当該事業は、後期高齢者医療被保険者を除く６５歳から６９歳の低所得者の医療費に限定した助成事業であり、高齢者福祉サービスの
充実に寄与している。今後も健康保険法改正による７０歳から７４歳の低所得者の一部負担割合の引き上げと整合を図りながら事業を
継続する必要があると考える。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 ■縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 58,892 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費
　 または義務的施策事業のため、個別評価対象外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                   
  政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業のため、対象指標設定対象外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　              

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業のため、活動指標設定対象外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業のため、成果指標設定対象外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



加古川市事務事業評価シート〈平成25年度実施事業〉

単位

人

事務事業名 無年金外国籍高齢者等福祉給付金支給事業

部局名 市民部 課(室)名 医療助成年金課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０４高齢者の福祉を充実する

期　　間 平成10年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０１社会福祉費

目 ０１社会福祉総務費

細 目 ０４５無年金外国籍高齢者等福祉給付金支給事業

関連根拠法令等 兵庫県無年金外国籍高齢者障害者等福祉給付金支給事業実施要綱、加古川市外国籍高齢者等福祉給付金支給要綱

【基本情報】

現状と
課題

制度的無年金者の救済措置であるため、市独自で支給額を改正することに疑問もある。そのため、国による救済措置を要望す
るとともに、県に対しては、公的年金との併給緩和を引き続き要望する。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

国籍用件があったため老齢福祉年金な
ど受給資格を得ることができなかった
外国籍の高齢者

手段（どういった方法で）

国民年金の制度上、国籍要件があったため老齢福祉年
金などの受給資格を得ることができなかった外国籍の
高齢者に対し、福祉給付金を支給する。

意図（どのような状態にする）

高齢者の生活の安定を図る。

対 象 指 標

市内在住外国人

単位

人 2,486 2,442

成果指標
分析結果

受給者数の減少は、受給要件に該当しなくなったことによる。引き続き、制度広報を広報誌により実施し、申請もれの防止
に努める。

活 動 指 標

外国籍高齢者等福祉給付金受給者数

単位

人 4 3

目標値 目標年度

平成27年度

外国籍高齢者等福祉給付金支給額 円 1,808 1,501 平成27年度

活動指標
分析結果

市内外国人住民２４４２人であるが、条件に該当する対象者を把握するのは困難である。

成 果 指 標

外国籍高齢者等福祉給付金受給者数 4

目標値

4

目標年度

平成27年度
4 3上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

2,088 1,808 1,501千円事 業 費

国費 県費 749市債 一般 752内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 見直しすべき

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

高齢者の生活の安定に寄与している。今後も市民の受給権確保のため、継続的に広報等による制度周知を行う必要がある。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 1,501 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度



加古川市事務事業評価シート〈平成25年度実施事業〉

単位

人

事務事業名 シルバー人材センター助成事業

部局名 地域振興部 課(室)名 商工労政課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０４高齢者の福祉を充実する

期　　間 昭和62年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０５労働費

項 ０１労働諸費

目 ０２労働諸費

細 目 ０１５シルバー人材センター助成事業

関連根拠法令等

【基本情報】

現状と
課題

高齢者人口が増加する中、高齢者の経済的な生活習慣づくりや生きがいづくりを確保していく必要がある。しかしながら、昨
今の経済状況により、受注額が減少しており、事業経営は厳しい状況である。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

加古川市内在住で原則として６０歳以
上の健康で働く意欲のある方が加入す
るシルバー人材センターの事業。

手段（どういった方法で）

シルバー人材センターからの申請により、事業費用の
一部を助成する。

意図（どのような状態にする）

高年齢者の希望に応じた臨時的かつ短
期的な就業又はその他の軽易な業務に
係る就業の機会を確保し、及びこれら
の者に対して組織的に提供する等、高
年齢者の就業を援助する。

対 象 指 標

シルバー人材センター会員数

単位

人 1,311 1,308

成果指標
分析結果

シルバー事業の普及・啓発活動の推進

活 動 指 標

シルバー人材センター就業実人員

単位

人 1,021 1,077

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

シルバー事業の普及・啓発活動の推進

成 果 指 標

シルバー人材センター就業実人員

目標値

1,040

目標年度

平成26年度
1,021 1,077上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

17,495 17,495千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 17,495内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 改革実施／コスト削減実施済

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

事業目的を達成するためには、現状どおりの補助を継続することが妥当である。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 17,495 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度



加古川市事務事業評価シート〈平成25年度実施事業〉

単位

事務事業名 緊急通報システム事業に要する一般的経費

部局名 福祉部 課(室)名 高齢者・地域福祉課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０４高齢者の福祉を充実する

期　　間 平成3年度

事業区分 ①一般事務経費事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０２老人福祉費

目 ０１老人福祉総務費

細 目 ０２５緊急通報システム事業

関連根拠法令等 加古川市緊急通報システム事業実施要綱

【基本情報】

現状と
課題

高齢者人口の増加や核家族化の進行により、ひとり暮らし高齢者等は増加している。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

６５歳以上のひとり暮らし高齢者等

手段（どういった方法で）

緊急通報システムの家庭用端末機を貸与する

意図（どのような状態にする）

急病や事故などの際に通報機により消
防へ連絡し、近隣協力者の協力を得
て、迅速かつ適切に援助を受けられる
ようにする

対 象 指 標 単位

成果指標
分析結果

活 動 指 標 単位 目標値 目標年度

活動指標
分析結果

成 果 指 標 目標値 目標年度

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

8,588 8,438千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 8,352内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。

5 事業に対するニーズを把握していますか。

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。

7 類似事業との統廃合ができますか。

8 市民との協働を取り入れていますか。

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。

10 受益者負担の割合は妥当ですか。

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

■拡充

一人暮らし高齢者等が増加している中で、利用回線の制限を一部解除し、このシステムを必要とする方が、より多く利用できるように
し、利用者の利便性が増した。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 8,438 他 86

※事業費と財源内訳

永年～

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費
　 または義務的施策事業のため、個別評価対象外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                   
  政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業のため、対象指標設定対象外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　              

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業のため、活動指標設定対象外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業のため、成果指標設定対象外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



加古川市事務事業評価シート〈平成25年度実施事業〉

単位

事務事業名 高齢者総合福祉対策事業

部局名 福祉部 課(室)名 高齢者・地域福祉課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０４高齢者の福祉を充実する

期　　間

事業区分 ①一般事務経費事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０２老人福祉費

目 ０１老人福祉総務費

細 目 ０３０高齢者総合福祉対策事業

関連根拠法令等 加古川市福祉事務所養護老人ホーム等入所判定委員会要綱、道路運送法

【基本情報】

現状と
課題

高齢者人口の増加や核家族化の進展、不景気が続いていることに伴い、低所得で一人暮らしの高齢者や身寄りのない高齢者が
増加しており、高齢者福祉対策について充実させる必要がある。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

高齢者等

手段（どういった方法で）

養護老人ホーム等への入所判定を行う委員会の運営経
費、在宅でねたきり及び認知症高齢者に対するふれあ
い訪問に要する経費、３市２町で実施している東播磨
地区福祉有償運送運営協議会に対する負担金などを支
出する。

意図（どのような状態にする）

適切かつ効率的に高齢者福祉施策を展
開する。

対 象 指 標 単位

成果指標
分析結果

活 動 指 標 単位 目標値 目標年度

活動指標
分析結果

成 果 指 標 目標値 目標年度

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

815 809千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 809内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。

5 事業に対するニーズを把握していますか。

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。

7 類似事業との統廃合ができますか。

8 市民との協働を取り入れていますか。

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。

10 受益者負担の割合は妥当ですか。

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

高齢者人口が増加し、高齢者を支援する方策も多種多様化する中、今後も継続して事業を実施していく。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 809 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費
　 または義務的施策事業のため、個別評価対象外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                   
  政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業のため、対象指標設定対象外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　              

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業のため、活動指標設定対象外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業のため、成果指標設定対象外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



加古川市事務事業評価シート〈平成25年度実施事業〉

単位

事務事業名 高齢者住宅等安心確保事業

部局名 福祉部 課(室)名 高齢者・地域福祉課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０４高齢者の福祉を充実する

期　　間 平成18年度

事業区分 ④義務的施策事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０５介護保険事業特別会計　　　　　　　　　　

款 ０９地域支援事業費

項 ０２包括的支援事業等費

目 ０１包括的支援事業等費

細 目 ０４０高齢者住宅等安心確保事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

関連根拠法令等 介護保険法、加古川市高齢者住宅等安心確保事業実施要綱

【基本情報】

現状と
課題

同じ県営住宅には日常生活に不安を抱えた高齢者もおり、要支援者等に対する事業との公平感の確保が求められる。又、機器
の老朽化等ハード面の課題もある。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

県営住宅内のシルバーハウジング仕様
（高齢者世話付住宅）に居住する高齢
者

手段（どういった方法で）

集会所等に設置する相談室に生活援助員を派遣し、日
常の見守りや生活相談等を実施する。

意図（どのような状態にする）

高齢者の在宅生活の安全・安心を確保
する。

対 象 指 標 単位

成果指標
分析結果

活 動 指 標 単位 目標値 目標年度

活動指標
分析結果

成 果 指 標 目標値 目標年度

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

6,282 6,857千円事 業 費

国費 2,547県費 1,273市債 一般 1,392内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。

5 事業に対するニーズを把握していますか。

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。

7 類似事業との統廃合ができますか。

8 市民との協働を取り入れていますか。

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。

10 受益者負担の割合は妥当ですか。

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

本事業は、既に先進的役割を果したと云え、今後、介護保険事業のあり方を考える中で、社会環境の変化に対応した普遍的な施策への
改善を図るものとする。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 6,857 他 1,645

※事業費と財源内訳

永年～

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費
　 または義務的施策事業のため、個別評価対象外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                   
  政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業のため、対象指標設定対象外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　              

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業のため、活動指標設定対象外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業のため、成果指標設定対象外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



加古川市事務事業評価シート〈平成25年度実施事業〉

単位

事務事業名 介護用品支給事業

部局名 福祉部 課(室)名 高齢者・地域福祉課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０４高齢者の福祉を充実する

期　　間 平成18年度

事業区分 ④義務的施策事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０５介護保険事業特別会計　　　　　　　　　　

款 ０９地域支援事業費

項 ０２包括的支援事業等費

目 ０１包括的支援事業等費

細 目 ０２５介護用品支給事業

関連根拠法令等 介護保険法、加古川市介護用品支給事業実施要綱

【基本情報】

現状と
課題

平成１９年度以降、利用者数・支給額ともに増加傾向にあり、ニーズは増してきていると考えられる。まだ本事業の存在を知
らない人もいると思われるため、制度啓発を図ることで、さらなる増加が見込まれる。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市民税非課税世帯で、在宅で生活して
いる要介護４又は５の認定を受けた高
齢者等を同一世帯で介護している家族
等

手段（どういった方法で）

月に８，０００円までの介護用品を支給する。

意図（どのような状態にする）

介護者の経済的負担を軽減し、もって
要介護高齢者の在宅生活の継続を図
る。

対 象 指 標 単位

成果指標
分析結果

活 動 指 標 単位 目標値 目標年度

活動指標
分析結果

成 果 指 標 目標値 目標年度

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

3,616 4,442千円事 業 費

国費 1,754県費 877市債 一般 934内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。

5 事業に対するニーズを把握していますか。

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。

7 類似事業との統廃合ができますか。

8 市民との協働を取り入れていますか。

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。

10 受益者負担の割合は妥当ですか。

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

介護保険の施設サービスを利用せず、要介護度の重い人を介護する家族への支援をし、高齢者が住み慣れた地域での在宅生活を継続で
きるようにすることは重要であり、今後も継続して事業を実施していく。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 4,442 他 877

※事業費と財源内訳

永年～

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費
　 または義務的施策事業のため、個別評価対象外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                   
  政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業のため、対象指標設定対象外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　              

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業のため、活動指標設定対象外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業のため、成果指標設定対象外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



加古川市事務事業評価シート〈平成25年度実施事業〉

単位

事務事業名 総合相談・権利擁護事業

部局名 福祉部 課(室)名 高齢者・地域福祉課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０４高齢者の福祉を充実する

期　　間 平成18年度

事業区分 ④義務的施策事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０５介護保険事業特別会計　　　　　　　　　　

款 ０９地域支援事業費

項 ０２包括的支援事業等費

目 ０１包括的支援事業等費

細 目 ０１０総合相談・権利擁護事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

関連根拠法令等 高齢者に対する虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律

【基本情報】

現状と
課題

高齢者数が増加する中で、高齢者への虐待通報件数が増加しており、通報により市が把握している件数以外にも多くのケース
が存在していると考えられる。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

６５歳以上の高齢者とその家族

手段（どういった方法で）

市及び地域包括支援センターの主任ケアマネジャー、
保健師、社会福祉士などが、成年後見制度や高齢者虐
待防止に関する相談及び啓発を行う。

意図（どのような状態にする）

高齢者の権利を守り、住み慣れた地域
で安心して生活できる状態にする。

対 象 指 標 単位

成果指標
分析結果

活 動 指 標 単位 目標値 目標年度

活動指標
分析結果

成 果 指 標 目標値 目標年度

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

126 120千円事 業 費

国費 47県費 23市債 一般 27内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。

5 事業に対するニーズを把握していますか。

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。

7 類似事業との統廃合ができますか。

8 市民との協働を取り入れていますか。

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。

10 受益者負担の割合は妥当ですか。

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

高齢者の権利・生命・財産を守るため、成年後見等の相談や高齢者虐待防止の啓発を行っているものの、一般的な認知度は低く、今後
も継続した啓発が必要となっている。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 120 他 23

※事業費と財源内訳

永年～

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費
　 または義務的施策事業のため、個別評価対象外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                   
  政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業のため、対象指標設定対象外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　              

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業のため、活動指標設定対象外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業のため、成果指標設定対象外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



加古川市事務事業評価シート〈平成25年度実施事業〉

単位

件

件

件

事務事業名 地域包括支援センター運営管理事業

部局名 福祉部 課(室)名 高齢者・地域福祉課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０４高齢者の福祉を充実する

期　　間 平成18年度

事業区分 ④義務的施策事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０５介護保険事業特別会計　　　　　　　　　　

款 ０９地域支援事業費

項 ０２包括的支援事業等費

目 ０１包括的支援事業等費

細 目 ００５地域包括支援センター運営管理事業
　　　　　　　　　　　　　　

関連根拠法令等 介護保険法、加古川市地域包括支援センター運営事業実施要綱

【基本情報】

現状と
課題

平成２１年度に地域包括支援センターを市内６箇所に配置。それに伴い、地域支援センターは廃止した。地域の関係者への周
知も進み、市民にとってより身近な存在となったため、相談件数も年々増加している。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

主に６５歳以上の高齢者とその家族

手段（どういった方法で）

平成２１年度より、地域包括支援センターを市内６箇
所に設置し、その運営を社会福祉法人及び医療法人に
委託している。

意図（どのような状態にする）

高齢者が住み慣れた地域で、安心して
その人らしい生活を継続することがで
きる状態にする。

対 象 指 標

６５歳以上の市民（１０／１付住民基本台帳人口）

単位

人 55,827 58,883

成果指標
分析結果

地域包括支援センターの存在・役割が周知されてきたこともあり、年々相談件数は増加しており、現状のままでは対応しき
れなくなるのではないかと懸念される。

活 動 指 標

活動日数

単位

日 248 245 245

目標値 目標年度

地域包括支援センター設置数 件 6 6 6 9 平成27年度

活動指標
分析結果

地域包括支援センターを６箇所に設置し、各地域包括支援センターの３人の専門職員が連携して地域の高齢者の諸問題に対
応できている。

成 果 指 標

介護保険その他の保健福祉サービスに関する相談 10,000 15,000

目標値

18,000

目標年度

平成27年度
9,771 12,577

権利擁護、高齢者虐待に関する相談 2,000 3,000
4,000 平成27年度

1,625 2,418

新予防給付ケアマネジメント契約者件数 3,450
3,900 平成27年度

3,173

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

102,312 102,025 102,034千円事 業 費

国費 40,303県費 20,151市債 一般 21,429内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

■拡充

高齢者人口の増加、高齢者のみ世帯の増加や地域包括支援センターの周知ができてきたことなどから、地域包括支援センターの業務は
増加の一方となっている。そのため、センターの充実が必要となっている。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 102,034 他 20,151

※事業費と財源内訳

永年～

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費
　 または義務的施策事業のため、個別評価対象外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                   
  政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業のため、対象指標設定対象外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　              

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業のため、活動指標設定対象外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業のため、成果指標設定対象外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



加古川市事務事業評価シート〈平成25年度実施事業〉

単位

事務事業名 老人措置事業

部局名 福祉部 課(室)名 高齢者・地域福祉課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０４高齢者の福祉を充実する

期　　間

事業区分 ④義務的施策事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０２老人福祉費

目 ０２老人福祉措置費

細 目 ００５老人措置事業

関連根拠法令等 老人福祉法、老人福祉法による措置費の徴収に関する規則

【基本情報】

現状と
課題

高齢者人口の増加や核家族化の進展、不景気が続いていることに伴い、低所得で一人暮らしの高齢者や身寄りのない高齢者が
増加しており、入所措置対象者は増加傾向にある。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

環境上の事情及び経済的理由により、
居宅において養護をうけることが困難
な状態の、おおむね６５歳以上の高齢
者で、養護老人ホーム等に入所措置し
ている人

手段（どういった方法で）

入所措置している人にかかる事務費や生活費などを、
入所委託している施設に支払う。

意図（どのような状態にする）

高齢者等に対して、その心身の健康の
保持及び生活の安定を図る。

対 象 指 標 単位

成果指標
分析結果

活 動 指 標 単位 目標値 目標年度

活動指標
分析結果

成 果 指 標 目標値 目標年度

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

119,599 118,717千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 102,781内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。

5 事業に対するニーズを把握していますか。

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。

7 類似事業との統廃合ができますか。

8 市民との協働を取り入れていますか。

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。

10 受益者負担の割合は妥当ですか。

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

高齢者等に対して、その心身の健康の保持及び生活の安定を図ることを目的として、生きがいを持てる健全で安らかな生活を保障する
という老人福祉法の基本的理念を具現化するものであり、今後も継続して事業を実施する。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 118,717 他 15,936

※事業費と財源内訳

永年～

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度
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加古川市事務事業評価シート〈平成25年度実施事業〉

単位

千円

事務事業名 緊急通報システム事業特別会計繰出事業

部局名 福祉部 課(室)名 高齢者・地域福祉課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０４高齢者の福祉を充実する

期　　間 平成3年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０２老人福祉費

目 ０１老人福祉総務費

細 目 ０２５緊急通報システム事業

関連根拠法令等 加古川市緊急通報システム事業実施要綱

【基本情報】

現状と
課題

高齢者人口の増加や核家族化の進行により、一人暮らし高齢者等は増加している。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

２市２町（加古川市、高砂市、稲美町
及び播磨町）で実施する緊急通報シス
テム事業におけるセンター運営費

手段（どういった方法で）

緊急通報システム事業のセンター運営費における加古
川市負担分（人口等で負担割合を決定）を繰出金とし
て緊急通報システム事業特別会計に支出する。

意図（どのような状態にする）

緊急通報システムのセンター運営を健
全にする。

対 象 指 標

緊急通報システム事業特別会計歳出

単位

千円 17,395 20,320

成果指標
分析結果

当初予算ベースで各市町の負担金を決定しており、決算では歳出に執行残額が生じるため、逓増傾向にある。

活 動 指 標

緊急通報システム事業特別会計繰出金

単位

千円 10,301 10,342

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

近年は、事業内容に大きな変動がないため、横ばいで推移している。

成 果 指 標

緊急通報システム事業特別会計決算剰余金

目標値

3,600

目標年度

平成27年度
3,505 711上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

10,301 10,342千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 10,342内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

一人暮らし高齢者等の安全確保や不安解消につなげることを目的に、２市２町で実施する緊急通報システム事業のセンター運営費に、
人口規模に応じた負担金を支出することは、センター運営上不可欠であり、今後も継続して事業を実施する。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 10,342 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度



加古川市事務事業評価シート〈平成25年度実施事業〉

単位

人

人

事務事業名 福祉バス運行事業

部局名 福祉部 課(室)名 高齢者・地域福祉課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０４高齢者の福祉を充実する

期　　間 平成3年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０２老人福祉費

目 ０１老人福祉総務費

細 目 ０３５生きがい対策事業

関連根拠法令等 加古川市福祉バス事業実施要綱

【基本情報】

現状と
課題

高齢者団体（や障がい者団体）が外出する手段として定着しており、多くの団体に利用されている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

高齢者団体、障がい者団体

手段（どういった方法で）

高齢者団体や障がい者団体等が外出する際に福祉バス
を無償で運行している。

意図（どのような状態にする）

高齢者団体や障がい者団体等の健全な
育成発展を図るとともに、高齢者の外
出機会の増加を図る。

対 象 指 標

高齢者人口

単位

人 55,643 58,883 61,594

障がい者手帳所持者数 人 11,669 12,002 12,197

成果指標
分析結果

１回あたり平均２０人以上が参加しており、多くの人の外出支援となっている。

活 動 指 標

福祉バス運行回数（高齢者団体）

単位

回 184 192 204

目標値 目標年度

福祉バス運行回数（障がい者団体） 回 33 30 27

福祉バス運行回数（その他団体） 回 34 37 24

活動指標
分析結果

年間の運行回数は２５５回で、稼働率は７０％を超えており、対象団体に十分活用されている。

成 果 指 標

福祉バス高齢者参加者数 4,300

目標値

4,300

目標年度

平成25年度
4,025 4,147 4,866

福祉バス障がい者参加者数 650
650 平成25年度

696 587 571

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

4,578 4,842 4,700千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 4,700内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

高齢者団体の活動推進や生きがいづくり、外出機会の創設などに活用されており、高齢者福祉の増進に寄与している。今後も継続して
事業を実施する。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 4,700 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度



加古川市事務事業評価シート〈平成25年度実施事業〉

単位

件

人

事務事業名 老人クラブ補助事業

部局名 福祉部 課(室)名 高齢者・地域福祉課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０４高齢者の福祉を充実する

期　　間

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０２老人福祉費

目 ０１老人福祉総務費

細 目 ０３５生きがい対策事業

関連根拠法令等 加古川市補助金等交付規則、加古川市老人クラブ等運営費補助金交付要綱他

【基本情報】

現状と
課題

高齢者人口は増加しているものの、老人クラブ数は減少している。ただし、市老人クラブ連合会から脱退はしたが、継続して
活動をしている団体もある。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市内各地域の単位老人クラブ及び加古
川市老人クラブ連合会

手段（どういった方法で）

老人クラブ等が行う要綱に定める補助事業に要する経
費に対して、補助基本額と対象経費の実支出額とを比
較して少ない方の額を補助する。

意図（どのような状態にする）

高齢者の知識及び経験を生かし、生き
がいと健康づくりのための多様な社会
活動が行われ、老後の生活を豊かなも
のにする。

対 象 指 標

６５歳以上の市民（１０／１付住民基本台帳人口）

単位

人 58,883 61,594

成果指標
分析結果

近年、高齢者人口は増加しているものの、単位老人クラブ数は減少傾向にあり、それに伴い老人クラブ会員数も減少傾向に
ある。

活 動 指 標

老人クラブ等運営費補助金額

単位

千円 18,881 17,329

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

近年、単位老人クラブ数の減少により、補助金額は減少傾向にある。

成 果 指 標

老人クラブ数 171

目標値

160

目標年度

平成27年度
169 154

老人クラブ会員数 9,700
8,800 平成27年度

9,578 8,636

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

18,941 17,355千円事 業 費

国費 県費 10,357市債 一般 6,998内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

高齢者人口の増加に対し、クラブ数・会員数が減少しているものの、地域における高齢者の生きがい活動の基盤として、老人クラブ活
動を支援することは重要であり、今後も継続して事業を実施していく。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 17,355 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度



加古川市事務事業評価シート〈平成25年度実施事業〉

単位

人

事務事業名 老人大学院補助事業

部局名 福祉部 課(室)名 高齢者・地域福祉課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０４高齢者の福祉を充実する

期　　間 昭和55年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０２老人福祉費

目 ０１老人福祉総務費

細 目 ０３５生きがい対策事業

関連根拠法令等 加古川市補助金等交付規則、加古川市老人大学院運営事業補助金交付要綱

【基本情報】

現状と
課題

高齢者は増加してるが、地域の活動に参加することがわずらわしいと感じる方も多く、地域の関わり合いが希薄になってい
る。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市内公民館の高齢者大学を卒業し、地
域活動に参加する意欲のある人

手段（どういった方法で）

社会福祉協議会が実施する老人大学院運営事業の総事
業費から負担金等を控除した額の１／２の金額（ただ
し予算の範囲内）を限度に補助金を交付する。

意図（どのような状態にする）

老人大学院は地域のリーダーの養成を
目的としており、大学院の運営を支援
することによって、地域のコミュニ
ティーづくり、世代間の交流等を活発
化させ、地域の絆を深めていく。

対 象 指 標

６５歳以上の市民（１０／１付住民基本台帳人口）

単位

人 58,883 61,594

成果指標
分析結果

近年、高齢者大学の生徒数が減少しているに伴い、老人大学院の生徒数も減少傾向である。これには大学院入学時の小論文
提出などのハードルの高さや高齢者の意識や周辺環境の変化が影響していると考えられる。

活 動 指 標

老人大学院運営事業補助金

単位

千円 2,549 1,977

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

平成１９年度から平成２３年度にかけて２０％削減し、平成２４年度年額費の見直し等により減少している。

成 果 指 標

老人大学院生徒数 134

目標値

134

目標年度

平成27年度
106 60上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

2,549 1,977千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 1,977内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は低い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 事業完了

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は小

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 対象も意図も変える必要がある

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 事業完了

7 類似事業との統廃合ができますか。 事業完了

8 市民との協働を取り入れていますか。 事業完了

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 改革実施／コスト削減実施済

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 おおむね適正であり、当分の間見直す必要がない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

高齢者の価値観やライフスタイルの変化、入学希望者の減少等を総合的に検討した結果、廃止することについて社会福祉協議会と協議
済みである。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 ■廃止 □休止 □完了

決算額 1,977 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度



加古川市事務事業評価シート〈平成25年度実施事業〉

単位

人

事務事業名 老人給食サービス補助事業

部局名 福祉部 課(室)名 高齢者・地域福祉課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０４高齢者の福祉を充実する

期　　間 平成6年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０２老人福祉費

目 ０１老人福祉総務費

細 目 ０３５生きがい対策事業

関連根拠法令等 加古川市補助金等交付規則、加古川市老人給食サービス運営事業補助金交付要綱

【基本情報】

現状と
課題

事業開始時に比べ、一人暮らし高齢者は急激に増加している。運営は地域ボランティアによって支えられており、見守りが必
要な方への訪問活動として大きな効果をあげているが、ボランティアの負担も大きく、事業の拡大が困難で週に１回しか対応
できない。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

一人暮らし高齢者等

手段（どういった方法で）

社会福祉協議会が実施する老人給食サービス事業の総
事業費から負担金等を控除した額の１／２の金額（た
だし予算の範囲内）を限度に補助金を交付する。

意図（どのような状態にする）

老人給食サービス事業を支援すること
によって、虚弱な一人暮らし高齢者等
の食の確保、栄養改善のみならず、見
守り活動の一環として、安心安全を確
保する。

対 象 指 標

一人暮らし高齢者

単位

人 7,142 7,429

成果指標
分析結果

年々、利用者数は減少しているものの、多くのボランティアに頼っている現体制では、利用者の増加・回数の増加に対応で
きないため、実施体制の見直しについて、社会福祉協議会と検討していく必要がある。

活 動 指 標

老人給食サービス運営事業補助金

単位

千円 5,408 6,319

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

近年、利用者数の減少等により補助金額は減少傾向である。

成 果 指 標

老人給食サービス利用者数 498

目標値

600

目標年度

平成27年度
591 488上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

5,408 5,524千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 5,524内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は低い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が小さい・ない

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は小

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 意図を変える必要がある

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（大）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 一部適正でなく、早急に見直す必要がある

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

老人給食サービスのニーズは高く、高齢者福祉の増進につながっているが、多くのボランティアに頼っている現体制は、回数増等に対
応できず、また、今後ボランティアの確保が困難になることが予想される。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 ■改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 5,524 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度



加古川市事務事業評価シート〈平成25年度実施事業〉

単位

人

事務事業名 はり・きゅう・マッサージ利用助成事業

部局名 福祉部 課(室)名 高齢者・地域福祉課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０４高齢者の福祉を充実する

期　　間 昭和56年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０２老人福祉費

目 ０１老人福祉総務費

細 目 ０４０在宅福祉事業

関連根拠法令等 加古川市老人はり・きゆう・マツサージ等施術費助成規則

【基本情報】

現状と
課題

高齢者数は増加しているが、利用者は固定化しており、利用者数はそれほど伸びていない。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

加古川市の住民基本台帳に登録されて
いる６５歳以上の人

手段（どういった方法で）

はり、きゅう、マッサージ、あんま、指圧等の施術を
受ける場合に要する費用の一部（１回１，０００円の
助成券を年間最大６枚まで）を助成している。

意図（どのような状態にする）

高齢者の健康の保持増進に寄与してい
る。また施術者には盲目の人が多く、
視覚障がい者の就労支援の側面もあ
る。

対 象 指 標

６５歳以上の市民（１０／１付住民基本台帳人口）

単位

人 58,883 61,594

成果指標
分析結果

高齢者人口は増加しているにも関わらず、申請者数はほぼ横ばいで推移している。また、全高齢者に対する割合も低く、ご
く一部の高齢者を対象にした事業となっている。

活 動 指 標

はり・きゅう・マッサージ等施術費助成額

単位

千円 10,738 9,017

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

平成２３年度までは高齢者人口の増加に伴う申請者数の増加により助成額も増加傾向にあったが、平成２４年度より交付枚
数を最大１２枚から６枚に見直したため、助成額も大幅に減少している。

成 果 指 標

施術費助成申請者数 3,600

目標値

0

目標年度

平成27年度
3,272 3,062上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

11,128 9,367千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 4,843内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が小さい・ない

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（大）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 改革実施／コスト削減実施済

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

関係団体との調整の結果、平成２６年度末をもって事業を廃止する方針である。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 ■廃止 □休止 □完了

決算額 9,367 他 4,524

※事業費と財源内訳

平成26年度～

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度



加古川市事務事業評価シート〈平成25年度実施事業〉

単位

人

件

事務事業名 高齢者入浴助成事業

部局名 福祉部 課(室)名 高齢者・地域福祉課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０４高齢者の福祉を充実する

期　　間 平成6年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０２老人福祉費

目 ０１老人福祉総務費

細 目 ０４０在宅福祉事業

関連根拠法令等 加古川市高齢者入浴助成事業実施要綱

【基本情報】

現状と
課題

公衆浴場が加古川町に２件のみ。介護保険制度の創設から、要介護状態の方については、通所サービスによる入浴、訪問サー
ビスによる身体介護や訪問入浴サービスを受けることが可能となった。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市内に住所を有する満７０歳以上の高
齢者で、自宅に入浴設備がない、ある
いはひとり暮しで自宅で入浴すること
に不安のある人

手段（どういった方法で）

普通公衆浴場の利用料金の一部（入浴１回につき
１００円とし、対象者１人につき、月１５回分とし、
１年度１８０回分を限度として）を助成する。

意図（どのような状態にする）

公衆浴場の利用料金の一部を助成する
ことによって、高齢者の健康の保持増
進、ひとり暮し高齢者の安全の確保を
図る。

対 象 指 標

７０歳以上の市民

単位

人 40,607 42,466

成果指標
分析結果

申請者数は、年々微減している。また、７０歳以上の高齢者数に対し、利用率が低い。１人あたり年間１８０枚の利用券を
交付しており、利用率は交付枚数の５０％以下である。

活 動 指 標

高齢者入浴助成額

単位

千円 1,316 1,301

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

近年、申請者数の減少に伴い、助成額は年々減少傾向にある。

成 果 指 標

高齢者入浴助成申請者数 170

目標値

0

目標年度

平成27年度
153 166

高齢者入浴助成利用件数 13,500
0 平成27年度

13,159 13,010

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

1,397 1,389千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 1,389内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が小さい・ない

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（大）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

７０歳以上の高齢者人口に対する申請者数の割合は非常に低く、利用できる施設である市内の公衆浴場が加古川町に２つのみというこ
ともあり、申請者のうち約７割が加古川町在住の人である。継続して助成券利用者の利用状況等を詳細に調査のうえ、事業の必要性に
ついて検討していく。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 1,389 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度



加古川市事務事業評価シート〈平成25年度実施事業〉

単位

人

事務事業名 生活支援ハウス運営事業

部局名 福祉部 課(室)名 高齢者・地域福祉課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０４高齢者の福祉を充実する

期　　間 平成15年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０２老人福祉費

目 ０１老人福祉総務費

細 目 ０４０在宅福祉事業

関連根拠法令等 加古川市生活支援ハウス運営事業実施要綱

【基本情報】

現状と
課題

高齢者人口の増加や核家族化の進行に伴い、利用対象者は増加している。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

独立して生活することに不安があり、
親族からの援助を受けることが困難で
あり、介護認定において非該当または
要支援認定を受けていて、市内に住所
を有する６５歳以上のひとり暮らしの
人または高齢者夫婦世帯の人

手段（どういった方法で）

利用者に対して、住居を提供し、各種相談・助言・援
助を行い、地域住民との交流を図るための場を提供す
ることなどを、社会福祉法人に委託して実施する。

意図（どのような状態にする）

高齢者が安心して健康で明るい生活を
送れるようにする。

対 象 指 標

一人暮らし高齢者

単位

人 7,142 7,429

成果指標
分析結果

生活支援ハウスは全１０床で運営しており、その半分は使用している状況である。ただし、最近高齢者の虐待事例が多く
なってきており、緊急時の一時利用などの受け皿となる施設として成果を上げている。

活 動 指 標

生活支援ハウス運営事業委託料

単位

千円 6,496 6,496

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

平成１５年度事業開始当初の国庫補助基本額で毎年推移している。

成 果 指 標

生活支援ハウス入所者数（年平均） 5

目標値

8

目標年度

平成25年度
5 8上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

6,496 6,496千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 5,519内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

利用者数はわずかながら、虐待事例等での緊急避難場所としても活用しており、今後も継続して事業を実施していく。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 6,496 他 977

※事業費と財源内訳

永年～

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度



加古川市事務事業評価シート〈平成25年度実施事業〉

単位

人

件

事務事業名 訪問理美容利用助成事業

部局名 福祉部 課(室)名 高齢者・地域福祉課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０４高齢者の福祉を充実する

期　　間 平成15年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０２老人福祉費

目 ０１老人福祉総務費

細 目 ０４０在宅福祉事業

関連根拠法令等 加古川市訪問理美容サービス事業実施要綱

【基本情報】

現状と
課題

介護保険制度による施設サービスや通所サービスは拡充されているが、依然として在宅のねたきり高齢者がいる状況で、なお
かつ施設も飽和状態で入所待ちの人も多く、在宅のねたきり高齢者への支援は引き続き必要である。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市内に住所を有する在宅でねたきり状
態にある高齢者等

手段（どういった方法で）

兵庫県理容生活衛生同業組合加古川支部及び兵庫県美
容業生活衛生同業組合加古川支部に委託して、理美容
師の居宅訪問による理美容サービスの提供を受ける場
合に、費用の一部（１回２，５００円の利用券を年間
最大４枚まで）を助成する。

意図（どのような状態にする）

外出して散髪などのサービスを受けら
れない対象者の保健福祉の向上を図
る。

対 象 指 標

寝たきり高齢者

単位

人 226 221

成果指標
分析結果

申請者数は平成１８年度をピークに、利用件数は平成１７年度をピークに、以降減少傾向にあったが、ケアマネジャー研修
会等でＰＲした結果、平成２３年度から申請者数・利用件数ともに増加してきている。

活 動 指 標

訪問理美容サービス助成金額

単位

千円 300 323

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

助成金額は、平成１７年度をピークに減少傾向にあったが、ケアマネジャー研修会等でＰＲした結果、平成２３年度から増
加してきている。

成 果 指 標

訪問理美容サービス申請者数 75

目標値

85

目標年度

平成27年度
68 63

訪問理美容サービス利用件数 140
160 平成27年度

120 129

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

323 346千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 346内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

一般の理美容サービスを利用することが困難な在宅のねたきり高齢者等にとって、本事業は重要な役割を担っており、今後も継続して
事業を実施していく。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 346 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度



加古川市事務事業評価シート〈平成25年度実施事業〉

単位

件

人

事務事業名 地域敬老事業

部局名 福祉部 課(室)名 高齢者・地域福祉課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０４高齢者の福祉を充実する

期　　間 平成21年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０２老人福祉費

目 ０１老人福祉総務費

細 目 ０３５生きがい対策事業

関連根拠法令等 加古川市補助金等交付規則、加古川市地域敬老事業補助金交付要綱

【基本情報】

現状と
課題

記念品の配布のみの町内会が約半数を占めているが、地域での高齢者の見守り活動として意義があると考えている。他にも多
種多様な敬老会が開催され、地域の絆づくりに貢献している。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

敬老事業を実施する市内の町内会・自
治会

手段（どういった方法で）

当該年度の９月１日から１月３１日までの間に町内会
等が開催する敬老事業に対して、補助事業に要する経
費に相当する額以内かつ団体内の７０歳以上人口に応
じた金額を限度として、補助金を交付する。

意図（どのような状態にする）

地域において多年にわたり社会につく
してきた高齢者を敬愛し長寿を祝うと
ともに、高齢者の福祉の増進や地域住
民の敬老意識の高揚を図る。

対 象 指 標

町内会数

単位

件 321 321

７０歳以上の市民 人 40,607 44,305

成果指標
分析結果

高齢者の増加に伴い、参加者数も年々増加している。全町内会に占める敬老事業実施町内会は８割を超え、７０歳以上の全
高齢者にしめる参加者数の割合は、約９割であり、多くの高齢者に参加していただいている。

活 動 指 標

地域敬老事業補助金額

単位

千円 17,077 17,597

目標値

20,500

目標年度

平成27年度

活動指標
分析結果

高齢者の増加により、補助金額は年々増加傾向である。補助基準額について、高齢者の人口を基に算定しているため、一定
期間ごとに見直しをしなければ増加の一途を辿ってしまう。

成 果 指 標

実施町内会数 275

目標値

300

目標年度

平成27年度
268 260

敬老事業参加者数 41,000
45,000 平成27年度

38,695 42,154

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

17,220 17,723千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 17,723内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地あり

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 おおむね適正であり、当分の間見直す必要がない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

身近な地域で長寿を祝うことや世代間交流、高齢者の外出機会として地区で工夫して行われており、高齢者福祉の増進に寄与してい
る。今後もそのような地域の取り組みに対し、補助金を交付する。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 17,723 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度



加古川市事務事業評価シート〈平成25年度実施事業〉

単位

人

事務事業名 敬老祝品・表敬訪問事業

部局名 福祉部 課(室)名 高齢者・地域福祉課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０４高齢者の福祉を充実する

期　　間 平成21年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０２老人福祉費

目 ０１老人福祉総務費

細 目 ０３５生きがい対策事業

関連根拠法令等 加古川市敬老記念品贈呈要綱

【基本情報】

現状と
課題

対象の人からお礼の電話や手紙をいただくことが多く、品物についても喜んでいただいている。また、高齢者を敬愛し、長寿
を祝うことは大切なことである。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

市内在住で、年度内に９０歳・１００
歳になる人

手段（どういった方法で）

敬老記念品を購入し贈呈する。また、１００歳になる
人には自宅等に表敬訪問し表敬状も贈呈する。

意図（どのような状態にする）

長年にわたり社会に貢献してきた高齢
者を敬愛し、長寿を祝う。

対 象 指 標

９０歳・１００歳になる人

単位

人 595 640

成果指標
分析結果

高齢者人口の増加等に伴い、対象者数は増加しており、また、対象者全員に贈呈できている。

活 動 指 標

敬老祝品購入額

単位

千円 4,849 8,094

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

毎年入札による減額幅が大きく、対象人数は増加しているものの、購入額は減少傾向にある。

成 果 指 標

敬老祝品を贈呈した人 649

目標値

688

目標年度

平成27年度
595 640上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

5,130 8,400千円事 業 費

国費 県費 市債 一般 8,400内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地はない（成果は十分である）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 改革実施／コスト削減実施済

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

長年にわたり社会に貢献してきた高齢者を敬愛し、長寿を祝うことは、高齢者の生きがいづくりにとって大切なことであり、今後も継
続して事業を実施する。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 8,400 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度



加古川市事務事業評価シート〈平成25年度実施事業〉

単位

台

事務事業名 緊急通報システム運営管理事業

部局名 福祉部 課(室)名 高齢者・地域福祉課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０４高齢者の福祉を充実する

期　　間 平成3年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 １４緊急通報システム事業特別会計　　　　　　

款 ０１総務費

項 ０１総務管理費

目 ０１一般管理費

細 目 ００５緊急通報システム運営管理事業

関連根拠法令等 加古川市緊急通報システム事業実施要綱

【基本情報】

現状と
課題

高齢者人口の増加や核家族化の進行により、一人暮らし高齢者等は増加している。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

６５歳以上の一人暮らし高齢者等

手段（どういった方法で）

緊急通報システム利用者の家庭用端末機からの緊急通
報を、加古川市消防本部に設置するセンターで受信
し、必要に応じて救急等の出向要請をする。

意図（どのような状態にする）

急病や事故などの際に通報機により消
防へ連絡し、近隣協力者の協力を得る
などして、迅速かつ適切に援助を受け
られるようにする。

対 象 指 標

一人暮らし高齢者

単位

人 7,142 7,429

成果指標
分析結果

市内の設置台数は、ここ数年減少傾向にある。事業内容のＰＲや他回線の利用を可能とするなどし、設置台数の増加に努め
る。

活 動 指 標

緊急通報回数（誤報等を除く）

単位

回 74 79

目標値 目標年度

救急等出向要請回数 回 58 64

活動指標
分析結果

年度によりばらつきはあるものの、平成２５年度では、市内利用者からの通報回数は月に４～１１回あり、出向要請回数は
３～９回ある。

成 果 指 標

緊急通報システム家庭用機器設置台数 610

目標値

630

目標年度

平成27年度
594 591上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

1,017 4,009千円事 業 費

国費 県費 市債 一般内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

一人暮らし高齢者等の安全確保や不安解消につなげるとともに地域における日常からの見守り体制の強化にも役立つ事業であり、今後
も継続して実施していく。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 4,009 他 4,009

※事業費と財源内訳

永年～

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度



加古川市事務事業評価シート〈平成25年度実施事業〉

単位

件

事務事業名 認知症施策総合推進事業

部局名 福祉部 課(室)名 高齢者・地域福祉課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０４高齢者の福祉を充実する

期　　間 平成24年度

事業区分 ⑥市施策事業（臨時）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０２老人福祉費

目 ０１老人福祉総務費

細 目 ０８０認知症対策等総合支援事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

関連根拠法令等 市町村認知症施策総合推進事業実施要綱（国）、加古川市認知症施策総合推進事業実施要綱

【基本情報】

現状と
課題

高齢社会の進展に伴い、認知症の人の増加が見込まれる中、医療・介護・地域の関係団体間のネットワークを構築し、認知症
の人とその家族に効果的に支援を行っていくことの必要性が高まっている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

認知症の人とその家族

手段（どういった方法で）

医療・介護・地域包括支援センター・行政等、認知症
の人とその家族の支援を行う関係者間のネットワーク
を構築していくとともに、在宅介護サービス事業所職
員を対象に認知症対応研修会を開催し、また認知症の
人とその家族、地域の支援者に対して、複数の専門職
（福祉職・医療職・法律職）によるワンストップ型の
相談会を開催する。

意図（どのような状態にする）

認知症の人とその家族が、住み慣れた
地域で安心して生活できる状態にす
る。

対 象 指 標

認知症の人（推定：自立度Ⅱ以上）

単位

人 4,178 4,282

成果指標
分析結果

相談会１日で対応できる相談件数には限界があるため、開催回数を増やすことで相談件数を増やすことができる。

活 動 指 標

相談会開催回数

単位

回 1 1

目標値

2

目標年度

平成27年度

活動指標
分析結果

複数の専門職（福祉・医療・法律職）による認知症に特化したワンストップ型の相談会は、相談者においても意義があり、
また専門職間においても交流を図ることができるため、今後も継続して実施する。開催回数についても増やすことを考えて
いく。

成 果 指 標

相談件数 24

目標値

48

目標年度

平成27年度
20 14上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

1,485 2,075千円事 業 費

国費 2,075県費 市債 一般内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 義務的事業

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が中程度／義務的事業

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握する必要がない／義務的事業

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れている

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

■拡充

認知症早期発見早期受診をめざし、看護師による追跡ケアを実施した。その後のケアについても地域包括支援センターとの連携や他機
関との連携も図りながら充実させる。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 2,075 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度



加古川市事務事業評価シート〈平成25年度実施事業〉

単位

事務事業名 介護慰労金給付事業

部局名 福祉部 課(室)名 介護保険課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０４高齢者の福祉を充実する

期　　間 平成12年度

事業区分 ④義務的施策事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０５介護保険事業特別会計　　　　　　　　　　

款 ０９地域支援事業費

項 ０２包括的支援事業等費

目 ０１包括的支援事業等費

細 目 ０２０介護慰労金給付事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

関連根拠法令等 介護保険法、加古川市介護慰労金支給条例、加古川市介護慰労金支給条例施行規則

【基本情報】

現状と
課題

介護保険制度が普及したことで、要介護４または５の状態にある方は、介護サービスを利用している場合が多い。そのため、
平成２２年度からは対象者は１名のみとなっている。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

６５歳以上で、要介護４または５の認
定を受けた人またはそれと同程度の介
護状態の高齢者を、在宅で介護してい
る人

手段（どういった方法で）

過去１年間に介護サービスを受けていない場合（７日
程度のショートステイ除く）に年１２万円を支給

意図（どのような状態にする）

地域の高齢者が、住み慣れた地域で安
心してその人らしい生活を継続してい
くことができるようにするため、介護
者に対し介護慰労金を支給し、介護者
の負担軽減を図る。

対 象 指 標 単位

成果指標
分析結果

活 動 指 標 単位 目標値 目標年度

活動指標
分析結果

成 果 指 標 目標値 目標年度

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

120 120千円事 業 費

国費 47県費 24市債 一般 25内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。

5 事業に対するニーズを把握していますか。

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。

7 類似事業との統廃合ができますか。

8 市民との協働を取り入れていますか。

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。

10 受益者負担の割合は妥当ですか。

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

地域の高齢者が、住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していくことができるようにするため、介護者に対し介護慰労金
を支給することで、介護者の負担軽減を図っているが、介護者の身体的負担の軽減につながっているか疑問である。また、介護サービ
スを利用することで、介護者の身体的、精神的負担を軽減するという介護保険制度の主旨と合わないとも考えられる。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 ■縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 120 他 24

※事業費と財源内訳

永年～

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費
　 または義務的施策事業のため、個別評価対象外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                   
  政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業のため、対象指標設定対象外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　              

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業のため、活動指標設定対象外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業のため、成果指標設定対象外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



加古川市事務事業評価シート〈平成25年度実施事業〉

単位

％

事務事業名 住宅改造助成事業

部局名 福祉部 課(室)名 介護保険課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０４高齢者の福祉を充実する

期　　間 平成12年度

事業区分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

会 計 ０１一般会計

款 ０３民生費

項 ０２老人福祉費

目 ０１老人福祉総務費

細 目 ０１５住宅改造助成事業

関連根拠法令等 人生８０年いきいき住宅助成事業実施要綱（兵庫県）、加古川市住宅改造費助成事業実施要綱

【基本情報】

現状と
課題

介護保険制度の周知とともに、当該助成制度も浸透し、既存住宅を改造する人が増加している。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

要介護認定又は要支援認定を受けてい
る人

手段（どういった方法で）

対象者から申請があったものについて書類審査及び現
地確認を行い、助成対象経費に世帯の課税状況に応じ
た助成率をかけた金額を助成する。

意図（どのような状態にする）

高齢者等が住み慣れた住宅で安心して
自立した生活を送ることができる。

対 象 指 標

要介護認定者数

単位

人 9,670 10,015 10,683

成果指標
分析結果

要介護状態になっても介護保険制度及び当該助成制度を使うことにより、在宅生活が可能である。

活 動 指 標

助成件数（特別型）

単位

人 119 136 152

目標値 目標年度

活動指標
分析結果

制度の周知により年々件数が増加している。

成 果 指 標

認定者の在宅率 86.3 86.5

目標値

87

目標年度

平成28年度
85.4 86 87.3上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

26,527 36,023 41,725千円事 業 費

国費 1,576県費 20,862市債 一般 19,287内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。 妥当性は高い

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。 貢献度が大きい

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。 影響は大

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。 変える必要はない

5 事業に対するニーズを把握していますか。 把握している

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。 向上余地が考えられる（中小程度）

7 類似事業との統廃合ができますか。 統廃合はできない／類似事業はない

8 市民との協働を取り入れていますか。 取り入れることが不可能または不適切である

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。 コスト削減余地がない

10 受益者負担の割合は妥当ですか。 適正な受益者負担である・受益者負担になじまない

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

住み慣れた地域でできるだけ長く日常生活を営むことを進めるためには、当事業を引き続き積極的に実施する必要がある。とりわけ特
別型の住宅改造助成事業は、個々の身体の状況に適した改造を行うこととなっているため、一層のバリアフリー効果を高めるものと考
える。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 41,725 他

※事業費と財源内訳

永年～

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度



加古川市事務事業評価シート〈平成25年度実施事業〉

単位

事務事業名 介護予防事業

部局名 福祉部 課(室)名 健康課

基本目標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政　　策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施　　策 ０４高齢者の福祉を充実する

期　　間 平成18年度

事業区分 ④義務的施策事業

地 区 別 市内全域

会 計 ０５介護保険事業特別会計　　　　　　　　　　

款 ０９地域支援事業費

項 ０１介護予防事業費

目 ０１介護予防事業費

細 目 ００５介護予防事業

関連根拠法令等 介護保険法

【基本情報】

現状と
課題

高齢化が急速に進展しており、要支援・要介護認定者数も年々増加傾向にある。中でも、要支援認定者の増加が大きい。

【現状と課題】

【事業内容と指標及び事業費の推移】

対象（だれ・何に対して）

介護保険第１号被保険者（６５歳以上
の市民）

手段（どういった方法で）

●介護予防健康診査を実施し、介護を必要とするおそ
れの高い状態にあると認められる者（二次予防事業対
象者）を把握する。●把握した二次予防事業対象者に
対し、市内７箇所の公民館等で通所型介護予防事業を
９教室実施する。●６５歳以上の者を対象に、地域の
高齢者サロンにおいて介護予防に関する健康教育、健
康相談を行う。

意図（どのような状態にする）

介護を必要とする状態となることを予
防する。

対 象 指 標 単位

成果指標
分析結果

活 動 指 標 単位 目標値 目標年度

活動指標
分析結果

成 果 指 標 目標値 目標年度

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

上段:計画値／下段:実績値

71,702 68,685千円事 業 費

国費 17,102県費 8,551市債 一般 14,643内訳

1 事業の実施主体として市の関与は妥当ですか。

2 事業の上位目標である施策に貢献していますか。

3 事業を廃止・休止した場合、影響はありますか。

4 事業の目的（対象・意図）を変える必要はありますか。

5 事業に対するニーズを把握していますか。

6 事業の成果（成果指標値）を向上させる余地はありますか。

7 類似事業との統廃合ができますか。

8 市民との協働を取り入れていますか。

9 事業の成果（成果指標値）を下げずにコスト削減の余地がありますか。

10 受益者負担の割合は妥当ですか。

妥
当
性

有
効
性

効
率
性 評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

評価

【個別評価】(妥当性・有効性・効率性の視点から評価)

□拡充

介護保険法第１１５条の４４に基づく義務的事業であり、６５歳以上の高齢者に対し介護予防事業を実施する必要がある。

【総合評価】(上記をもとに所管部局が総合的に判断した評価)

□維持 □縮小 ■改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

決算額 68,685 他 28,389

※事業費と財源内訳

永年～

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成23年度 平成24年度 平成25年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費
　 または義務的施策事業のため、個別評価対象外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                   
  政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業のため、対象指標設定対象外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　              

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業のため、活動指標設定対象外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業のため、成果指標設定対象外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




